
 

 

国外に
居住

表１　相続税・贈与税の納税義務の範囲

国外に居住

日本国籍あり

5年以内 ５年超
日本国籍なし

相続人（相続を受ける者）

国内に居住

日本国籍なし

すべての
相続財産

平成25年改正

国内に居住

５年超

５年以内

被相続人（相続をする者）

すべての
相続財産

すべての
相続財産

すべての
相続財産

国内財産
のみ

国内財産
のみ

平成12年改正
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※ 弊社のお客様向けに発信しております。今後ご不要であれば、お手数ですがご一報ください。 
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ＩＴを利用した業務効率を考える 

はじめに 

 

先月に引き続き今月もITを利用した業務効率化につ
いて解説します。 
今回は建設業についてITを利用した業務効率化と損

益管理の導入について解説します。 
 

事例 建設業の業務効率化 
 
主に個人の注文住宅を請け負うことをメインとした

建設会社です。今回の事例では、内装業など様々な建
設関連業でも応用できる手法です。 
この会社はいわゆるどんぶり勘定の経営でした。工事
台帳はあるものの、必ずしも正しく記載されていませ
んでした。 

社長も工事台帳が正しく記載されてないことを認識
しています。ではなぜ、工事台帳を正しく記載しない
のかを質問したところ、工事台帳を正しく記入する従
業員も時間もないとのことです。これでは、どの受注
案件でどのくらい儲かったのか、また損失を出したの
かが分かりません。まさにどんぶり勘定の経営です。
工事台帳は会計帳簿からそれらしき支出を適当に繋ぎ
合わせたものです。つまり、工事台帳が必ずしも正確
に作成されてなかったのです。 
そこで工事台帳を Excel で作成し、工事台帳のデー

タを会計ソフトにデータ連動で入力することを図 1 の
通り提案しました。 

 
工事台帳を正確に作成し、工事案件ごとの損益を見

える化することをまずは提案しました。これは Excel
でマクロプログラムを提供しました。次に、会計シス
テムへのデータ連携を提案しました。これにより、会
計システムへの入力作業時間を大幅に削減することに
成功しました。会計システムへの入力作業時間を工事
台帳作成時間にあてたのです。 
結果として、会計の正確性と工事台帳の正確性をと

もに確保し、実現させました。 
 

図 1 今回のプロジェクト概要 

 

 

 

 
 
 

工事台帳を正確に作成する 
 
担当者は工事原価データに材料費、労務費、外注費を

入力します。入力は極力シンプルにします。日々の入力
はこれだけです(図 2)。 
 

図 2 工事原価データ 

 

工事台帳の完成形は図 3 です。 

 
図 3 工事別管理表 

 
 
社長は Excel のボタン一つで、予定原価と実際原価、

さらに請負金額まで1枚のシートで閲覧することが可能
となりました。またすべての案件について一覧にするこ
ともできるように設定しました。 

 
会計システムへのデータ連携 
 
工事原価データに仕入先や材料費・労務費・外注費を

入力しているので、データ連携で取り込むだけです。最
近の会計システムは、データの受け入れ(インポート)を
どのように設定すれば良いのかマニュアルに書いてあ
ります。弊社はマクロプログラムを提供して会計システ
ムへのデータ連携もボタン一つでできるように提供し
ました。 

 
この会社さんはコンサルティングのみで、既存税理士の
関係上、継続的なお付き合いとはならなかったのです
が、社長は満足されたようです。 
 

公認会計士 李顕史 
http:// lee-kaikei.jp/ 

 


